
（その１）                                   収  支  報  告  書 

令和          年分 

（令和  年  月  日開催分） 

□□（ ふ り が な ）                                            

１ 政 治 団 体 の 名 称 

 

                                      

２ 主たる事務所の所在地 

 

                                      

３ 代 表 者 の 氏 名 

 

                                      

４ 会計責任者の氏名 

 

                                      

  事務担当者の氏名 

                          

  （電話）                  

                          

  （電話）                  

                          

  （電話）                  

政治団体の区分 

□ 政 党 

□ 政 党 の 支 部 

□ 政 治 資 金 団 体 

 

□ 政治資金規正法第18条の２第１項 

□ の 規 定 に よ る 政 治 団 体 

□ そ の 他 の 政 治 団 体 

□ そ の 他 の 政 治 団 体 の 支 部   

活動区域の区分 

□ ２以上の都道府県の区域等 □ 同一の都道府県の区域内 

資金管理団体の指定の有無 国会議員関係政治団体の区分 

□ 有 

□ 無 

公職の種類             

 

資金管理団体 

の届出をした 

者 の 氏 名              

政治資金規正法 

□ 第19条の７第１項第１号に係る団体 

□ 第19条の７第１項第２号に係る団体 

□ 第19条の７第１項第３号に係る団体 

□ 第19条の16の３第１項の規定により 

  国会議員関係政治団体とみなされる団体 

公職の候補者の 

氏 名 等             

公職の種類等               

資金管理団体の指定の期間 国会議員関係政治団体に関する特例の適用期間 

令和  年  月  日から 

令和  年  月  日まで 

令和  年  月  日から 

令和  年  月  日まで 
備考１．「資金管理団体の指定の有無」欄の中の「□」については、12月31日現在の状況により、いずれかに「✓」を記入すること 
  ２．「資金管理団体の指定の有無」欄の中の「公職の種類」、「資金管理団体の届出をした者の氏名」は、12月31日現在で資金管理団体として指定されている場合にのみ記載すること。 
  ３．「資金管理団体の指定の有無」欄には、12 月 31 日現在での資金管理団体の指定の有無にかかわらず、当該年中において一部の期間のみ資金管理団体として指定されていた場合に、その期間を記載すること。なお、１月１日から 12 月

31日まで通年で資金管理団体として指定されていた場合には記載を要しないこと。 
  ４.「国会議員関係政治団体の区分」の欄の中の「□」については、12月31日現在で国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた場合にのみ「✓」を記入すること。 
  ５.「国会議員関係政治団体の区分」の欄の中の「公職の候補者の氏名等」、「公職の種類等」は、12月31日現在で国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた場合にのみ記載すること。 
  ６.「国会議員関係政治団体に関する特例の適用期間」欄には、12 月 31 日現在での国会議員関係政治団体に関する特例規定の適用の有無にかかわらず、当該年中において一部の期間のみ国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用され

ていた場合に、その期間を記載すること。なお、１月１日から12月31日まで通年で国会議員関係政治団体に関する特例規定が適用されていた場合には記載を要しないこと。 

全団体必要様式







































（その20）  

宣   誓   書 
 

 

添付書類（別添のとおり）  

    １  領収書等の写し  

    ２  監査意見書（政党及び政治資金団体に限る。）  

    ３  政治資金監査報告書（国会議員関係政治団体に限る。）  

    ４  確認書（国会議員関係政治団体に限る。）  

   この報告書は、政治資金規正法に従って作成したものであつて、真実に相違ありません。  

                                 令和   年   月   日  

                         政 治 団 体 の 名 称               

                         会計責任者の氏名               

                         代 表 者 の 氏 名               
                         （解散の場合のみ） 

（備考）  

１  会 計責任 者本 人 が提出 する場 合に あ っては 本人確 認書 類 （例え ば運転 免許 証 や個人 番号カ ード な ど）の 提示又 は提 出を、

その代理人が提出する場合にあっては当該代理人の権限を証する書面（委任状）及び本人確認書類の提示又は提出を行うこ

と。ただし、会計責任者本人の署名その他の措置（例えば署名や記名押印）を講ずる場合は、この限りではない。  

２  政治団体の解散に伴う報告書の場合は、会計責任者の氏名の他、代表者の氏名を記載すること。また、代表者及び会計責

任者本人が提出する場合にあっては本人確認書類（例えば運転免許証や個人番号カードなど）の提示又は提出を、これらの

者の代理人が提出する場合にあっては当該代理人の権限を証する書面（委任状）及び本人確認書類の提示又は提出を行うこ

と。ただし、代表者及び会計責任者本人の署名その他の措置（例えば署名や記名押印）を講ずる場合は、この限りではない。  

全団体必要様式



（ 備考）

１ 　 こ の用紙の大きさ は日本産業規格Ａ列４ 番と するこ と 。

２ 　 会計責任者本人が提出する場合にあっては本人確認書類（ 例えば運転免許証や個人番号カード など） の提示又は提出を、 その代理人が提出する場合にあっ

ては当該代理人の権限を証する書面（ 委任状） 及び本人確認書類の提示又は提出を行う こ と 。 ただし 、 会計責任者本人の署名その他の措置（ 例えば署名や記

名押印） を講ずる場合は、 この限り ではない。

３ 　 「 支出の目的」 欄には、 収支報告書記載要領16の例によ り 分類して記載するこ と 。

４ 　 政治団体の解散に伴う 報告書の場合は、 会計責任者の氏名の他、 代表者の氏名を記載するこ と 。 また、 代表者及び会計責任者本人が提出する場合にあって

は本人確認書類（ 例えば運転免許証や個人番号カード など） の提示又は提出を、 こ れらの者の代理人が提出する場合にあっては当該代理人の権限を証する書

面（ 委任状） 及び本人確認書類の提示又は提出を行う こ と 。 ただし 、 代表者及び会計責任者本人の署名その他の措置（ 例えば署名や記名押印） を講ずる場合

は、 この限り ではない。

代 表 者 の 氏 名

会計責任者の氏名

（ 解散の場合のみ）

政治団体の名称

支 出 の 目 的
金 額 年 月 日 領収書等を徴し難かった事情

項 目 摘 要



（ 備考）

１ 　 この用紙の大きさ は、 日本産業規格Ａ列４ 番と するこ と 。

２ 　 「 支出の項目」 欄には、 収支報告書記載要領16の例によ り 分類して記載するこ と 。

３ 　 「 摘要」 欄には、 例えば、 「 会場借上費」 と いう よ う に具体的に記載するこ と 。

４ 　 支出の目的ごと に別葉と するこ と 。

５ 　 支出の目的に対応する振込明細書の写し （ 当該振込明細書を複写機によ り 複写したも のに限る。） と 併せて提出するこ と 。


